
「自助努力」「自己責任」時代の年金とは？ 
～私の場合、老後はどうなるか～ 

１．ライフプランの必要性 

        ～私の場合、老後はどうなるのか～ 

２．年金制度の基礎知識 

        ～私の年金はどうなっているのか～ 

３．年金改革について 

        ～これからの年金はどうなるのか～ 



現状のままで、老後の生活資金は足りるか？ 

２億円  40万/月×40年 収入 

支出 

税・社保 

3,000万 

 

10～20% 

保険 

1,500万 

 

3万/月 

結婚 

500万 

 

住宅 

5,000万 

頭金500万 

借2,500万 

修繕500万 

教育 

2,000万 

 

1,000万/人 

車 

4,500万 

 

200万/7年 

生活 

11,000万 

 

23万/月 

老後 

 

現 

役 

生 

活 

ちょっと余裕（4万/月） 

１，５００万円 

希望平均（26万/月） 

７，７００万円 

公的年金（１７万/月） 

５，０００万円 

支出 

収入 
４，２００万円 

２，７００万円 
老 

後 

生 

活 

退職金 

２，０００万円 

共稼ぎ・援助 

▲７,500万円 



老後資金を形成するために必要なことは？ 

老後の生活資金 

老後 

 

生活 

11,000万 

車 

4,500万 

教育 

2,000万 

住宅 

5,000万 

結婚 

500万 

保険 

1,500万 

税・社保 

3,000万 

生涯収入 ２億円 減少 

公的年金 

5,000万円 
減少 

退職金 

2,000万円 

？ 

自助努力 自己責任 

増加 



年金の体系はどうなっているのか？ 

第１号被保険者 第２号被保険者 第３号被保険者 

（自営業者・学生等） （サラリーマン・公務員等） （サラリーマンの
妻） 

個人年金など 

厚生年金 
職域年金 

国民年金 

基金 

基金 

厚生年金 共済年金 

国民年金 １階部分 

２階部分 

３階部分 

４階部分 

公的年金 

企業年金 

個人年金 



何故、年金制度は複雑怪奇になったのか？ 

昭和１９年 

厚生年金スタート 

会社員を対象、積立方式 

昭和３６年 

国民年金スタート 

自営業者を対象、２０歳～６０歳（４０年間）で満額 

物価スライド制（物価上昇） → 賦課方式へ 

昭和６１年改正 ①サラリーマンの妻も国民年金へ加入 

②厚生年金も国民年金へ加入 

③厚生年金の支払開始を６０歳→６５歳へ 

  当分は６０歳のまま（特別支給の厚生老齢年金） 

平成６年改正 特別支給を半分へ 

 男：Ｓ１６．４．２以降、 女：Ｓ２１．４．２以降 

平成１２年改正 特別支給を廃止 

 男：Ｓ２８．４．２以降、 女：Ｓ３３．４．２以降 

支給は６５歳から 

 男：Ｓ３６．４．２以降、 女：Ｓ４１．４．２以降 



年金制度で何をしてもらえるのか？ 

国民年金 厚生年金 

老後の保障 老齢基礎年金 

 ６５歳～終身 

老齢厚生年金 

 ６５歳～終身 

 （特別支給あり） 

死亡の保障 遺族基礎年金 

 子、子のある妻 

遺族厚生年金 

 妻、子、孫、５５歳以上 
の夫 

障害の保障 障害基礎年金 

 １、２級 

障害厚生年金 

 １～３級 

未加入の場合、３つの保障がない！ 



いつから年金がもらえるのか？ 

【男】昭和３６．４．２～ 

【女】昭和４１．４．２～ 

【男】昭和３４．４．２～３６．４．１ 

【女】昭和３９．４．２～４１．４．１ 

【男】昭和３２．４．２～３４．４．１ 

【女】昭和３７．４．２～３９．４．１ 

【男】昭和３０．４．２～３２．４．１ 

【女】昭和３５．４．２～３７．４．１ 

【男】昭和２８．４．２～３０．４．１ 

【女】昭和３３．４．２～３５．４．１ 

【男】昭和２４．４．２～２８．４．１ 

【女】昭和２９．４．２～３３．４．１ 

【男】昭和２２．４．２～２４．４．１ 

【女】昭和２７．４．２～２９．４．１ 

【男】昭和２０．４．２～２２．４．１ 

【女】昭和２５．４．２～２７．４．１ 

【男】昭和１８．４．２～２０．４．１ 

【女】昭和２３．４．２～２５．４．１ 

【男】昭和１６．４．２～１８．４．１ 

【女】昭和２１．４．２～２３．４．１ 

【男】昭和１６．４．１以前 

【女】昭和２１．４．１以前 

65歳～ 64歳 63歳 62歳 61歳 60歳 

特別支給の 

老齢厚生年金 

部分年金 

年金なし 

老齢厚生年金 

＋ 

老齢基礎年金 



年金制度が直面する問題は何か？（その１） 

厚生労働省「人口動態統計」より 

人 口 の 動 き 



年金制度が直面する問題は何か？（その２） 
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国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」2002年より作成 

高齢化の国際比較 



年金制度が直面する問題は何か？（その３） 
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年金制度が直面する問題は何か？（その４） 

短時間労働者数の推移 

総務省統計局「労働者調査年報」、厚生労働省「検討報告書」より 
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2004年度の年金改革とは何か？（その１） 

年金 

12.5％ 

（46兆円） 

医療 

7％ 
（26兆円） 

福祉その他 
3.5％ 

（14兆円） 

［介護5兆円］ 

年金 

12％ 

（64兆円） 

15％ 

（84兆円） 

医療 

11％ 

（59兆円） 

11％ 

（60兆円） 

5％ 

（32兆円） 福祉その他 
6％ 

（30兆円） ［介護19兆円］ 

［介護20兆円］ 

2004年度 
（予算ベース） 

2025年度 
（今回推計） 

2025年度 
基礎年金の国庫負
担1/2とした場合 （注）％表示は国民所得比率、（）内は実額 

年金改革の効果 

◆年金支出を20兆円削減 

◆国民負担率は低下 

◆５：３：２から４：４：２へ 

23.5％ 
（68兆円） 

29％ 
（152兆円） 

31.5％ 
（176兆円） 



2004年度の年金改革とは何か？（その２） 

受給者：［物価スライド］ 

裁定者：［賃金スライド］ 

【従来】 

【マクロ経済スライド方式】 

受給者：［物価スライド］－［年金加入者減少率］－［寿命伸び
率］ 裁定者：［賃金スライド］－［年金加入者減少率］－［寿命伸び率］ 

スライド調整 

▲０．９％ 



年金改革の４つの選択肢 

収入＝平均賃金×保険料率×現役世代数 

支出＝平均年金額×年金受給者数 

保険料率 ＝ 
年金受給者数 

現役世代人数 
× 

平均年金額 

平均賃金 

依存率 所得代替率 

①所得代替率（59％）を固定、保険料率を引上げ（23％） 【従来方式】 

②保険料率を固定（13.58％）、所得代替率を引下げ（36％） 【財界】 

③保険料率を少し上げ、所得代替率を引下げ 【2004年年金改革】 

④保険料率を固定、所得代替率を少し下げ、消費税アップ 【民主党
案】 

改革の４つの選択肢 



今後の年金改革に向け、私は何をすべきか？ 

選択時に留意すること 

◆社会保障（福祉・医療・年金）全体をどうするか！ 

私は何をすべきか ～自助努力・自己責任の時代に向けて～ 

◆ライフプランを作り、年金への依存生活から個性豊かな自立生活へ 

①金銭教育・投資教育 →ファイナンシャル・プランナー 

②健康管理 →ヘルスケア・マネージャー 

③生きがい作り →ボランティア機関 


